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株式会社電通コンサルティング 

 

株式会社電通コンサルティング（本社：東京都港区、代表取締役 社長執行役員：八木 克全）は、国内電通グル

ープ2社（株式会社電通、株式会社電通ライブ）と共同で、都市開発事業などにおける施設・街区の価値向上と収

益化を支援するソリューション「OPERATE 7™（オペレートセブン）※」の提供を、本日より開始します。本ソリ

ューションは、施設完成後の運用を見据えた「運用構想」を開発初期段階から組み込むことで、継続的に活用され

る施設・街区づくりを支援します。 

 

近年、全国で大規模再開発や都市更新が進むなか、施設や街区には空間整備の役割だけでなく、その場所ならで

はの体験を生み出し、継続的なにぎわいを形成する役割が求められています。また、開発事業では、建設と建て替

えを繰り返す「フロー型」から、施設を長期的に活用する「ストック型」への転換が進み、デジタルサイネージや

イベントスペースを活用した収益確保への関心も高まっています。 

一方、多くの開発事業で、施設完成後の運用や収益化について十分に検討しないまま、設計、開発・施工が進む

場合があります。その結果、完成後に「イベントを実施したいが動線や設備が不足している」「広告媒体として活

用したいが仕様が合わず販売しにくい」「運営ルールや体制が整っておらず継続的に活用できない」といった課題

が明らかになることがあります。 

 

＜施設・街区の運用時に明らかになる主な運用課題＞ 

 

「OPERATE 7」は、こうした課題の解決に向け、施設完成後の運営と収益性を見据えた空間づくりを、設計前

から支援するソリューションです。従来の開発プロセスでは、全体構想、設計、開発・施工、運営の順に検討する

ことが一般的でした。本ソリューションでは、全体構想と設計、開発・施工の工程に「運用構想」を加え、広告・

イベント活用に向けた来訪者体験、法規制、設備・空間・諸室要件、動線計画、運営体制、収支計画などを開発初
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期から検討します。「OPERATE 7」の名称は、①運用構想、②法規・制度、③体験、④収益装置、⑤空間・設

備、⑥運営システム、⑦収支の7領域を統合的に検討することに由来します。これらの領域を横断して設計条件を

整理することで、完成後の運用で必要となる要件を、設計、開発・施工に反映します。 

 

本ソリューションでは、電通が運用構想の策定、電通ライブがイベント運営・空間活用、当社が事業性評価・収

支設計を担います。各社が持つ実践知を開発初期段階から設計、開発・施工に反映することで、広告媒体として活

用しやすい仕様、人が移動しやすい動線、継続的な活用を可能にする運営体制などを検討します。これにより、運

用面の課題を完成前に整理し、施設・街区の価値向上と持続的な収益創出を支援します。 

 

＜運用構想からのプランニング＞ 

 

＜OPERATE 7の検討領域＞  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後、「OPERATE 7」の開発背景、施設・街区開発に運営の視点を取り入れる重要性、価値向上と収益化を両

立する空間づくりの考え方をまとめたホワイトペーパーを公開する予定です。当社は「OPERATE 7」を通じ、事



 
 

 

 

業主体や設計事務所、建設・施工会社、行政機関などと連携し、運用の視点を取り入れた開発プロセスの普及を推

進します。これにより、利用者に選ばれ続ける空間づくりと地域活性化への貢献を目指します。 

 

※ 「OPERATE 7™」は、株式会社電通の商標（出願中）です。 

 

以上 

 

 

 
お問い合わせ先 

 

【リリースに関する問い合わせ先】 

 株式会社電通コンサルティング 

田中 齊藤  

Email：admin@dentsuconsulting.com 

【サービスに関する問い合わせ先】 

株式会社電通コンサルティング  

宮下 蓮實 

Email：admin@dentsuconsulting.com  

 


